
 

１．高額資産を取得した場合における消費税の中小事業者に対する特例措置の適用関係の見直し【消費税】 

（１）事業者免税点制度及び簡易課税制度の見直し 

課税事業者が本則課税の課税期間中に、下記資産を取得した場合には、その資産を取得した課税期間を含んで 3 年間は、

強制的に課税事業者であり、かつ、本則課税となる。（＝免税事業者、簡易課税制度は適用できない） 

①高額資産の課税仕入れ等 

⇒一取引単位につき、支払対価の額が税抜 1,000 万円以上の棚卸資産 

              または 

調整対象固定資産（一取引単位につき、支払対価の額が税抜 100 万円以上の棚卸資産以外の資産） 

②自ら建設等をした資産（建設等に要した費用の額が税抜 1,000 万円以上） 

（２）平成 28 年 4 月 1 日以後の高額資産の課税仕入れ等から適用開始 

（平成 27 年 12 月 31 日までに締結した契約は除かれるため、従前の規定が適用される。） 

２．消費税の軽減税率制度の導入【消費税】 

（１）施行日：平成 29 年４月１日 

（２）軽減税率：8％（うち、地方消費税 1.76％） 

（３）対象品目：①飲食料品の譲渡（酒類、外食サービスを除く。） 

        ②定期購読契約が締結された週 2 回以上発行される新聞の譲渡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

３．適格請求書等保存方式（インボイス制度）の導入【消費税】 

（１）インボイス制度導入までの経過措置 

インボイス制度が導入されるまでの間における仕入税額控除制度は、現行の請求書等保存形式を維持しつつ、区分経理

を行うことで対応する。経過措置期間中について、下記内容が設けられる。 

①軽減税率の対象品目に係るものについては、『軽減対象課税資産の譲渡等である旨』『税率の異なるごとに合計した

対価の額』を請求書等に追加で記載しなければならない。 

②税率を異なるごとに区分することが困難な事業者のみ、一定期間、売上税額及び仕入税額の簡便計算が認められる。 

（２）インボイス制度の概要（平成 33 年 4 月 1 日から適用開始） 

現行の請求書等保存形式に代えて、課税事業者が発行した『適格請求書』の保存を仕入税額控除の要件とする。なお、

適格請求書発行事業者には、『適格請求書』の交付義務が課せられる（一定の取引を除く）。 

①適格請求書：適格請求書発行事業者の登録番号、適用税率、消費税額等の一定の事項を記載した書類 

②適格請求書発行事業者：税務署長に申請書を提出して、適格請求書を交付することのできる事業者として登録を受け

た事業者（平成 31 年 4 月 1 日から申請受付開始） 

③免税事業者からの課税仕入 

原則：仕入税額控除不可 

特例：インボイス制度導入後の一定期間のみ、課税仕入れに係る消費税相当額に一定の割合を乗じて算出した額のみ控

除可能 
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